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国際教養大学こまち寮及びカフェテリア改修建築工事

に係る条件付き一般競争入札の公募について

国際教養大学こまち寮改修建築工事について次のとおり条件付き一般競争入札を行うので、国

際教養大学契約事務規程第１０条の規定に基づき、公告する。

令和４年２月１４日

公立大学法人国際教養大学 事務局長 兎澤 繁友

１ 入札に付する事項

（１）工事名及び数量

国際教養大学こまち寮及びカフェテリア改修建築工事 一式

（２）工事の仕様等

入札説明書及び設計書による。

（３）予定工期

令和４年４月１日（金）から令和５年３月１３日（月）まで

（４）施行場所

秋田市雄和椿川字奥椿岱地内 公立大学法人国際教養大学

（５）その他

① 本入札においては、最低制限価格を設定する。

② 本工事は、特定建設工事共同企業体（以下、「共同企業体」という。）による共同施工

とし、入札への参加にあたっては２に記載する要件を満たす必要がある。

２ 入札に参加する者に必要な資格

入札に参加する資格を有する者は、次のすべての要件を満たしている者とする。

（１）共同企業体に関する要件

① 本工事は、共同企業体による共同施工であること。

② 共同企業体は３者又は４者による自主結成であること。

③ 各構成員の出資比率は、３者による共同企業体の場合はそれぞれ１０分の２以上、４者

による共同企業体の場合はそれぞれ１０分の１．５以上とし、いずれの場合も代表者の出

資比率は構成員の中で最大であること。

④ 本工事の入札に参加しようとする他の共同企業体の構成員でないこと。

（２）共同企業体のすべての構成員に必要な要件

① 国際教養大学契約事務規程（平成１６年規程第８８号。以下「契約規程」という。）第

８条及び第９条に該当しない者であること。
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② 秋田県暴力団排除条例（平成２３年秋田県条例第２９号）第６条に規定する暴力団員又

は暴力団と密接な関係を有する者でないこと。

③ 令和３年度秋田県建設業者等級格付名簿の建築一式工事Ａ級に登載されていること。

④ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定による建築工事業の特定建設業許

可を受けていること。

⑤ 建築工事業について、請負契約を締結する日の１年７月前の日の直後の事業年度終了の

日以降に建設業法第２７条の２３の規定による経営事項審査を受けていること。

⑥ 建設業法第３条に規定する営業所のうち、主たる営業所を秋田県内に有すること。

⑦ 一級建築士又は１級建築施工監理技士のいずれかの資格を有する者（入札参加者の構成

員と直接的な雇用関係にあり、かつ入札参加資格の確認の日以前に３月以上の恒常的な雇

用関係にある者に限る。）を監理技術者又は主任技術者（以下「監理技術者等」という。）

として本工事に専任で配置できること。

⑧ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされている者（手

続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。

⑨ 競争入札参加資格確認申請期限の日から落札決定の日までの間において、秋田県又は本

学の指名停止の措置を受けていないこと。

（３）共同企業体の代表者に必要な要件

① （２）に記載した要件を満たすこと。

② 公告の日から過去１０年間に本工事と種類をほぼ同じくする工事（以下「同種工事」と

いう。）の契約を締結し、誠実に履行した証（契約書及び当該契約に係る支払いを確認で

きる資料等）を提出できること。

③ 本工事に専任で配置する監理技術者が、建築工事業に係る監理技術者資格者証及び有効

な監理技術者講習修了証を有し、かつ、同種工事に監理技術者等として従事した実績があ

ること。

④ ②及び③の実績は、元請けとして施工したものに限ること。この場合において、共同企

業体として施工した実績であるときは、当該共同企業体への出資比率が１５％以上である

ものに限る。

３ 契約条項を示す場所等

（１）契約条項を示す場所、入札説明書及び設計書の交付をする場所並びに問い合わせ先

郵便番号 ０１０－１２９２ 秋田県秋田市雄和椿川字奥椿岱１９３番地２

公立大学法人国際教養大学事務局総務課 山本、小野

電 話 ０１８－８８６－５８６５

ファクス ０１８－８８６－５９１０
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（２）入札説明書及び設計書の交付方法

国際教養大学職員の労働時間、休日又は休暇等に関する規程（平成１６年規程第３４号）

第７条に規定する休日（以下「大学休日」という。）を除き、入札公告の日から令和４年３

月７日（月）までの間、午前９時から午後５時までの時間に随時交付する。

４ 入札参加資格確認申請

入札に参加しようとする者は、次により理事長に申請し、参加資格の確認を受けなければな

らない。

（１）提出書類等

① 競争入札参加資格確認申請書（様式第１号）

② 特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第２号）

③ 特定建設工事共同企業体協定書（様式第３号）

④ ２－（２）③～⑦及び２－（３）①～④の要件を確認できる書類

⑤ 契約規程第１２条第２号に該当する場合は、当該要件を確認できる書類

（２）提出方法

持参又は郵送とする。

（３）提出期間

大学休日を除き入札公告の日から令和４年３月７日（月）までとし、最終日は午後５時ま

でに提出場所必着とする。

（４）提出場所

３－（１）と同じとする。

５ 入札執行の日時及び場所

令和４年３月２３日（水）午後２時

公立大学法人国際教養大学 管理棟４階 講堂

６ 入札保証金及び契約保証金

（１）入札保証金

契約規程第１１条及び第１２条に規定するところによる。

（２）契約保証金

契約規程第２１条及び第２２条に規定するところによる。

７ 入札及び契約情報の公表

落札者と契約を締結した後、次の事項を公表する。

（１）入札の方法
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（２）入札参加者の名称

（３）入札結果（入札額を含む。）

（４）予定価格

（５）契約の相手方の名称

８ その他

（１）入札書に記載する金額

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する

金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。

（２）入札の無効

契約規程第１５条に規定するところによる。

（３）落札者の決定方法

契約規程第２９条の規定に基づき定められた予定価格の制限の範囲内で入札し、かつ最低

制限価格以上の価格をもって入札した者のうち、入札価格が最も低い者を落札者とする。こ

の場合において、入札価格が最も低い者が２者以上であるときは、くじ決定する。

（４）その他

その他詳細は、入札説明書による。


